
 

 

平成３０年１２月 

財 政 課 
 
 
 
 

 

１ 意見の提出数 

  １４件（都道府県分７件、市町村分７件） 

  同様の意見を１項目として数えると１２項目 

２ 意見の処理について 

  １２項目のうち２項目について意見の趣旨を踏まえ、特別交付

税の算定方法の改正等を行う。 

【意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等を行うもの】 

○幼稚園・小中学校の空調設備の整備について措置（１団体） 

○緊急に実施する防災・減災事業（ブロック塀の撤去等）について

措置（１団体） 

 

 

 

地方団体から申出のあった交付税の算定方法に関する意見の処理に

ついて（特別交付税１２月算定分）【地方交付税法第１７条の４】 



 

 

＜別紙＞ 

 地方交付税法第１７条の４に基づく意見の一覧 

 

 （都道府県分） 

算定項目等 提出団体 内容 処理状況 

消防防災 

ヘリ 
埼玉県 

消防防災ヘリコプターの管理運営経費に

ついて措置 
 

PCB廃棄物

処理 

千葉県 

滋賀県 
PCB廃棄物の処理経費について措置  

特定外来 

生物対策 

千葉県 

滋賀県 

特定外来生物対策に要する経費について措

置 
 

総括的事項 東京都 都区合算制の廃止等  

災害復旧 宮崎県 
国の災害復旧事業の採択基準に該当しない

事業について措置 
 

 

 

 

 

 

 

「処理状況」欄の※は、意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等（一部採用を

含む。）を行うこととしたものを示す。 



 

 （市町村分） 

算定 

項目等 
提出団体 内容 処理状況 

公的病院等

への助成 
北海道帯広市 

公的病院等への助成に係る

措置の拡充 
 

公的病院等

への助成 
北海道中標津町 

公的病院等への助成に係る

措置の条件の見直し 
 

幼稚園・小

中学校空調

整備 

滋賀県湖南市 
幼稚園・小中学校の空調設備

の整備について措置 

 

※ 

災害復旧 京都府京都市 
災害応急・復旧事業に係る財政

措置の拡充（措置率の引上げ） 
 

緊急防災・

減災事業 
京都府京都市 

緊急に実施する防災・減災事

業（ブロック塀の撤去等）に

ついて措置 

※ 

公営駐車場 兵庫県伊丹市 駐車場事業について措置  

防衛施設周

辺の整備事

業 

鳥取県境港市 
防衛施設周辺の整備事業に

ついて措置 
 

 


